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平成１８年度環境省予算（案）の概要

一 般 会 計
（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

（環境省所管合計） 235,507,244 217,428,518 △ 18,078,726

（組織）環境本省 233,161,094 211,819,957 △ 21,341,137

　　（一般歳出計） 231,442,039 211,819,957 △ 19,622,082
　　（改革推進公共投資事業償還時補助等計） 1,719,055 0 △ 1,719,055

（項）環境本省 60,653,631 60,233,568 △ 420,063

環境本省一般行政に必要な経費 10,968,702 10,048,865 △ 919,837

○既定定員に伴う経費 9,671,386 8,550,642 △ 1,120,744

○増員要求に伴う経費 0 204,105 204,105

○振替定員に伴う経費 0 1,952 1,952

○一般行政共通経費 517,308 494,145 △ 23,163

○大臣官房一般行政費 532,461 556,937 24,476

○中央合同庁舎第５号館維持管理等経費 247,547 241,084 △ 6,463

審議会等に必要な経費 102,874 136,646 33,772

国際会議等に必要な経費 1,677,163 1,693,870 16,707

○国際会議等経費 166,234 151,795 △ 14,439

○二国間国際会議関係経費 22,623 18,000 △ 4,623

○国際分担金等経費 1,488,306 1,524,075 35,769

廃棄物対策等に必要な経費 7,570,839 7,285,772 △ 285,067

事 項



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

○廃棄物対策等共通経費 28,700 112,091 83,391

○廃棄物対策等事務処理費 19,085 21,245 2,160

○循環型社会形成推進費 802,979 487,742 △ 315,237

・ （新）容器包装に係る３Ｒ推進事業費 0 53,396 53,396

・ （新）容器包装に係る３Ｒ推進広報事業費 0 55,551 55,551

・ ３Ｒイニシアティブ国際推進費 68,186 103,031 34,845

○廃棄物処理新システム開発費 72,607 72,329 △ 278

○廃棄物処理技術等情報提供システム管理・運営費 7,899 7,945 46

○廃棄物対策推進費 111,736 146,989 35,253

・ （新）アスベスト廃棄物適正処理方策検討調査 0 19,698 19,698

・ （新）一般廃棄物処理におけるRoHS規制対象 0 14,246 14,246
物質等対策調査

○産業廃棄物等処理対策強化費 427,508 384,709 △ 42,799

・ 産業廃棄物処理業優良化推進事業費 52,221 55,730 3,509

・ 電子マニフェスト普及促進事業費 179,583 97,999 △ 81,584

・ （新）クリアランス廃棄物管理システム整備費 0 31,502 31,502

・ （新）低濃度ＰＣＢ汚染物の適正処理実証調査事業 0 17,813 17,813

・ アジアにおける資源循環の推進方策に関する 29,812 31,251 1,439
戦略的検討

・ （新）アジア太平洋地域における電気電子機器 0 24,797 24,797
廃棄物適正管理事業

○廃棄物再生利用等推進費 5,970,000 5,970,000 0

○浄化槽対策推進費 130,325 82,722 △ 47,603



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

総合環境政策に必要な経費 8,770,474 8,442,690 △ 327,784

○総合環境政策共通経費 93,311 209,360 116,049

○情報基盤の強化対策費 1,445,250 1,410,079 △ 35,171

・ 情報基盤の強化対策経費 1,445,250 1,410,079 △ 35,171

○燃料電池自動車率先導入経費 13,020 27,314 14,294

○環境保全普及推進費 101,186 120,501 19,315

○総合環境政策企画推進等経費 15,027 25,603 10,576

○（新）環境統計等の環境データの整備利用推進費 0 27,246 27,246

○環境研究連絡調整等経費 6,949 6,332 △ 617

○環境基本計画推進経費 56,074 61,379 5,305

○国等におけるグリーン購入推進等経費 30,672 34,193 3,521

○公害防止計画策定経費 6,196 15,830 9,634

○環境経済統合推進等経費 204,275 198,630 △ 5,645

・ （新）環境に配慮した設備投資の普及促進事業 0 10,000 10,000

・ 地域エコ推進事業 150,726 116,913 △ 33,813

・ 学校等エコ改修と環境教育事業 30,000 45,000 15,000

○環境政策研究調査等経費 20,992 42,746 21,754

・ （新）環境政策の超長期ビジョン策定 0 30,177 30,177

○環境保全企業行動等推進経費 98,122 87,428 △ 10,694

○環境教育施策の推進対策費 542,550 160,067 △ 382,483

・ 国連持続可能な開発のための教育の１０年促進事業 8,938 14,716 5,778



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

・ 我が家の環境大臣事業 149,803 96,000 △ 53,803

・ （新）環境体験学習人材育成支援事業 0 12,475 12,475

○環境パートナーシップ推進費 104,440 117,140 12,700

・ （新）企業の社会的責任（ＣＳＲ）に基づく 0 5,322 5,322
地域環境パートナーシップ促進事業

○環境影響評価実施促進経費 200,634 147,351 △ 53,283

○独立行政法人環境再生保全機構債権管理回収業務円滑 4,000,000 4,000,000 0
　化経費

○総合化学物質対策検討費 1,823,831 1,751,491 △ 72,340

・ 化学物質環境安全社会推進費 67,873 70,288 2,415

・ （新）官民連携既存化学物質安全性情報収集・ 0 37,875 37,875
発信プログラム実施経費

・ （新）欧州新化学品規制（REACH）案調査検討費 0 25,707 25,707

○前年度限りの経費 7,945 0 △ 7,945

こどもエコクラブ事業に必要な経費 108,290 108,290 0

公害健康被害補償対策等に必要な経費 17,468,190 17,962,457 494,267

・ 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 530,338 555,315 24,977

・ 水俣病総合対策等関係経費 1,639,886 2,618,279 978,393

・ 茨城県神栖市における有機ヒ素化合物汚染等 1,745,739 1,504,597 △ 241,142
への緊急対応策に必要な経費

・ アスベスト問題への緊急対応に必要な経費 0 253,172 253,172

労働保険特別会計へ繰入れに必要な経費 0 680,195 680,195



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

水俣病対策に係る地方債償還費補助に必要な経費 6,601,620 5,651,000 △ 950,620

地球環境保全対策に必要な経費 1,848,574 1,844,072 △ 4,502

○地球環境保全対策共通経費 11,395 56,133 44,738

○内外の環境情報の管理推進等経費 13,130 12,578 △ 552

○国際環境協力推進費 525,053 368,577 △ 156,476

・ （新）北東アジアにおける環境管理基盤の構築 0 10,000 10,000

・ アジア太平洋環境開発フォーラムセカンド 128,251 128,322 71
ステージ（ＡＰＦＥＤⅡ）活動推進費

・ （新）持続可能な森林経営に向けた国際的な 0 10,353 10,353
行動規範等策定調査費

○ヨハネスブルグサミットフォローアップ経費 84,568 46,338 △ 38,230

○地球温暖化国内対策経費 333,711 303,956 △ 29,755

・ 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 10,647 12,578 1,931
基盤整備事業費

○脱温暖化戦略総合推進費 73,676 57,000 △ 16,676

○地球温暖化国際対応経費 199,491 459,222 259,731

・ 日米気候変動問題セミナー実施事業費 18,438 18,438 0

・ 地球温暖化対策に係る次期枠組検討経費 26,943 30,904 3,961

・ アジア地域の主要排出国との気候変動問題 11,729 11,729 0
セミナー実施事業費

・ （新）京都メカニズムクレジット取得事業 0 358,000 358,000

○広域大気環境・越境大気汚染対策費 379,763 359,326 △ 20,437



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

・ （新）業務用冷凍空調機器フロン回収強化対策 0 33,907 33,907
推進費

・ 黄砂対策推進費 28,318 26,649 △ 1,669

○海洋汚染対策費 220,185 176,641 △ 43,544

・ 漂流・漂着ゴミに係る国際的削減方策調査費 18,530 16,760 △ 1,770

○地球環境研究推進経費 7,602 4,301 △ 3,301

大気汚染防止対策等に必要な経費 2,068,337 2,228,126 159,789

○大気汚染防止対策等共通経費 49,545 107,809 58,264

○大気汚染防止対策費 1,043,348 1,175,882 132,534

・ アスベスト対策調査 12,636 47,108 34,472

・ （新）ＰＯＰｓ条約に基づくダイオキシン類等 0 29,276 29,276
非意図的生成物に係るＢＡＴ／ＢＥＰ推進事業

・ 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）対策費 210,040 187,431 △ 22,609

・ クールシティ推進事業 59,557 210,119 150,562

○広域大気環境対策費 152,324 211,298 58,974

・ 花粉観測体制整備費 87,551 109,670 22,119

○騒音・振動規制対策費 47,182 40,989 △ 6,193

○悪臭防止対策費 36,540 27,300 △ 9,240

○交通環境対策費 474,698 336,252 △ 138,446

・ （新）使用過程車対策実証実験 0 20,000 20,000

○自動車公害防止対策費 233,511 288,295 54,784

・ オフロード特殊自動車排出ガス対策事業費 9,808 44,330 34,522



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

・ （新）自動車の市街地走行騒音検討・調査 0 8,000 8,000

○環境測定に関する調査費 31,189 40,301 9,112

水質汚濁防止対策等に必要な経費 1,230,499 1,269,309 38,810

○水質汚濁防止対策等共通経費 45,510 63,519 18,009

○水質汚濁防止対策推進費 438,198 420,783 △ 17,415

・ 水環境保全施策枠組み再構築事業 64,103 125,108 61,005

○生活排水対策総合推進費 18,076 18,464 388

○閉鎖性海域対策費 306,915 322,947 16,032

○湖沼環境保全対策調査費 87,989 111,635 23,646

・ （新）流出水対策推進モデル計画策定調査 0 36,400 36,400

○水質保全・管理対策調査費 323,454 318,364 △ 5,090

・ 水環境保全活動の普及支援事業 10,283 26,975 16,692

・ 世界の水環境保全のための国際的活動経費 90,632 124,726 34,094

○地盤沈下対策推進費 10,357 13,597 3,240

土壌汚染防止及び農薬対策に必要な経費 1,079,394 1,608,090 528,696

○土壌汚染防止・農薬対策共通経費 26,702 32,766 6,064

○土壌汚染防止対策推進費 853,990 1,386,420 532,430

・ （新）油汚染等汚染土壌対策促進費 0 20,137 20,137

・ （新）優良土壌環境事業普及促進費 0 15,241 15,241

○農薬対策推進費 198,702 188,904 △ 9,798



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

自然環境保全対策に必要な経費 1,158,675 1,274,186 115,511

○自然環境保全対策共通経費 10,048 64,142 54,094

○（新）生物多様性センター維持運営費 0 78,249 78,249

○自然環境保全調査費 767,580 834,023 66,443

・ （新）生物多様性国家戦略の見直し検討調査費 0 13,393 13,393

・ （新）国土生態系ネットワーク形成推進費 0 35,031 35,031

○自然環境学習等推進事業費 217,067 112,353 △ 104,714

・ インターネット自然研究所バージョンアップ事業費 58,960 64,047 5,087

・ エコツーリズム総合推進事業費 130,291 30,044 △ 100,247

○国際協力推進費 137,092 160,688 23,596

○自然環境保全技術等調査費 21,208 24,731 3,523

○前年度限りの経費 5,680 0 △ 5,680

（項）廃棄物処理等科学研究費 1,149,720 1,300,000 150,280

科学技術の試験研究に必要な経費 1,149,720 1,300,000 150,280

○ 廃棄物処理等科学研究費補助金 1,149,720 1,300,000 150,280

・ （新）アスベスト廃棄物の無害化に係る技術開発 0 150,000 150,000
の支援

（項）廃棄物処理事業災害対策費 100,000 100,000 0

災害廃棄物処理事業に必要な経費 100,000 100,000 0

（項）地球環境保全等試験研究費 1,561,568 1,376,660 △ 184,908



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

地球環境保全等試験研究に必要な経費 1,561,568 1,376,660 △ 184,908

○公害防止等試験研究費 1,232,718 1,047,810 △ 184,908

○地球環境保全試験研究費 328,850 328,850 0

（項）環境研究総合推進費 3,830,000 4,137,000 307,000

環境研究総合推進に必要な経費 3,830,000 4,137,000 307,000

○環境技術開発等推進費 815,000 881,000 66,000

・ （新）飛散抑制対策に資する技術開発の支援 0 150,000 150,000

○地球環境研究総合推進費 3,015,000 3,256,000 241,000

（項）独立行政法人国立環境研究所運営費 9,254,603 9,615,684 361,081

独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に 9,254,603 9,615,684 361,081
必要な経費

（項）独立行政法人国立環境研究所施設整備費 414,887 414,887 0

独立行政法人国立環境研究所施設整備に 414,887 414,887 0
必要な経費

（項）独立行政法人環境再生保全機構運営費 2,668,162 2,422,100 △ 246,062

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に 2,668,162 2,422,100 △ 246,062
必要な経費

 (項）公害防止等調査研究費 3,392,211 3,447,725 55,514

公害防止等調査研究に必要な経費 3,392,211 3,447,725 55,514

○公害防止等調査研究共通経費 8,772 70,433 61,661



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

○健康被害調査研究費 77,820 69,901 △ 7,919

○公害防止等各種調査研究費 1,972,885 1,764,025 △ 208,860

・ （新）国際的観点からの有害金属対策戦略 0 67,284 67,284
策定基礎調査

○環境技術開発等推進経費 600,000 673,675 73,675

・ ナノテクノロジーを活用した環境技術開発推進事業 400,000 400,000 0

・ 環境技術実証モデル事業 200,000 248,675 48,675

○環境研究技術等調査費 94,628 80,747 △ 13,881

○衛星搭載用観測研究機器製作費 400,000 390,000 △ 10,000

○地球環境保全対策調査費 238,106 98,944 △ 139,162

・ （新）東アジア酸性雨等環境管理に向けた枠組み 0 20,000 20,000
構築事業費

○（新）気候変動影響モニタリング・評価ネットワーク 0 300,000 300,000
　構築等経費

（項）石油石炭税財源石油及エネルギー需給構造高 23,300,000 20,500,000 △ 2,800,000
　　　度化対策費

石油石炭税財源の石油及びエネルギー需給構造高 23,300,000 20,500,000 △ 2,800,000
度化対策特別会計石油及びエネルギー需給構造高
度化勘定へ繰入れに必要な経費

（項）自然公園等管理費 2,260,937 1,360,127 △ 900,810

自然公園等の維持管理等に必要な経費 795,455 434,357 △ 361,098

○自然公園等維持管理等共通経費 47,370 104,625 57,255

○国立公園等管理費 529,045 91,097 △ 437,948



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

・ （新）広範な関係者の参加による魅力的な国立公園 0 15,805 15,805
づくり推進事業

・ （新）海域国立公園保全強化方策検討事業費 0 18,321 18,321

○遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 25,031 96,681 71,650

・ 世界自然遺産地域保全対策費 14,425 16,994 2,569

・ （新）知床世界自然遺産地域における保全・共生 0 65,000 65,000
推進調査費

○自然再生推進費 117,622 115,217 △ 2,405

・ 自然再生活動推進費 45,108 51,313 6,205

○温泉の保護・適正利用対策費 27,646 26,737 △ 909

・ （新）温泉資源の保護対策等に関する検討調査 0 9,402 9,402

○前年度限りの経費 48,741 0 △ 48,741

特定民有地買上げに必要な経費 302,772 100,244 △ 202,528

○特定民有地買上事業費 45,742 100,244 54,502

○前年度限りの経費 257,030 0 △ 257,030

鳥獣等保護行政に必要な経費 1,097,947 726,809 △ 371,138

○鳥獣等保護行政共通経費 35,414 51,352 15,938

○鳥獣保護基盤整備費 44,392 43,911 △ 481

○希少種保護推進費 450,385 233,963 △ 216,422

・ （新）希少野生動物野生順化特別事業費 0 35,386 35,386

・ 広域分布型鳥獣保護管理対策事業 18,195 65,362 47,167



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

○国指定鳥獣保護区対策費 61,191 13,982 △ 47,209

○野生生物との共生推進費 45,146 40,990 △ 4,156

○特定鳥獣対策費 69,649 51,299 △ 18,350

○外来生物対策費 234,888 58,947 △ 175,941

・ 外来生物対策管理事業費 51,156 58,947 7,791

○野生鳥獣感染症対策事業費 64,207 67,199 2,992

○遺伝子組換え生物対策事業 49,672 58,129 8,457

○動物愛護管理推進費 43,003 107,037 64,034

外来生物飼養等情報データベースシステム構築 64,763 98,717 33,954
に必要な経費

（項）環境保全施設整備費 940,246 842,515 △ 97,731

環境保全施設整備に必要な経費 940,246 842,515 △ 97,731

○野生生物保護管理施設等整備費 697,446 648,761 △ 48,685

○（新）知床世界遺産センター（仮称）整備事業費 0 35,006 35,006

○（新）生物多様性センター整備費 0 8,748 8,748

○山岳環境等浄化・安全対策緊急事業費補助 110,000 150,000 40,000

○前年度限りの経費 132,800 0 △ 132,800

（項）廃棄物処理施設整備費 107,847,000 92,320,000 △ 15,527,000

廃棄物処理施設整備に必要な経費 84,764,400 49,226,800 △ 35,537,600

循環型社会形成推進交付金等に必要な経費 23,082,600 43,093,200 20,010,600



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

（項）自然公園等事業費 11,935,920 11,582,190 △ 353,730

自然公園等事業に必要な経費 10,498,471 10,145,190 △ 353,281

自然環境整備交付金に必要な経費 1,437,449 1,437,000 △ 449

（項）自然公園等事業工事諸費 595,080 567,810 △ 27,270

自然公園等事業工事諸費に必要な経費 595,080 567,810 △ 27,270

（項）環境調査研修所 1,173,406 1,219,464 46,058

環境調査研修所の運営に必要な経費 671,643 654,655 △ 16,988

○既定定員に伴う経費 360,442 364,058 3,616

○環境調査研修所共通経費 311,201 290,597 △ 20,604

環境保全に関する調査、研修等に必要な経費 501,763 564,809 63,046

○環境保全調査・研修等共通経費 88,346 90,422 2,076

○研修関係費 63,487 66,802 3,315

○調査研究費 349,930 407,585 57,655

・ 特別研究費 61,236 97,482 36,246

・ 水俣病情報センター関係経費 56,780 95,382 38,602

（項）環境調査研修所施設費 234,534 380,227 145,693

環境調査研修所施設整備に必要な経費 234,534 380,227 145,693

○環境調査研修所施設整備費 112,487 94,475 △ 18,012

○国立水俣病総合研究センター施設整備費 122,047 285,752 163,705



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

（項）環境本省施設費 130,134 0 △ 130,134

環境本省施設整備に必要な経費 130,134 0 △ 130,134

231,442,039 211,819,957 △ 19,622,082（　一　般　歳　出　計　）



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

（項）改革推進公共投資廃棄物再生利用施設整備資 350,001 0 △ 350,001
　　　金貸付金償還時補助

廃棄物再生利用施設整備資金貸付金償還時補助に 350,001 0 △ 350,001
必要な経費

（項）改革推進公共投資独立行政法人国立環境研究 614,622 0 △ 614,622
　　　所施設整備資金貸付金償還時補助

独立行政法人国立環境研究所施設整備資金貸付金 614,622 0 △ 614,622
償還時補助に必要な経費

（項）改革推進公共投資環境保全施設整備資金貸付 129,559 0 △ 129,559
　　　金償還時補助

環境保全施設整備資金貸付金償還時補助に必要な 129,559 0 △ 129,559
経費

（項）改革推進公共投資事業償還金 595,656 0 △ 595,656

改革推進公共投資事業償還金の産業投資特別会計 595,656 0 △ 595,656
へ繰入れに必要な経費

（項）改革推進公共投資自然公園等事業資金貸付金 29,217 0 △ 29,217
　　　償還時補助

自然公園等事業資金貸付金償還時補助に必要な経 29,217 0 △ 29,217
費

1,719,055 0 △ 1,719,055（改革推進公共投資事業償還時補助等計）



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

（組織）地方環境事務所 2,346,150 5,608,561 3,262,411

（項）地方環境事務所 2,346,150 5,506,283 3,160,133

地方環境事務所一般行政に必要な経費 2,150,343 3,564,402 1,414,059

○既定定員に伴う経費 1,395,748 2,559,760 1,164,012

○増員要求に伴う経費 0 259,201 259,201

○振替定員に伴う経費 0 18,123 18,123

○地方環境事務所共通経費 754,595 727,318 △ 27,277

地方環境対策に必要な経費 195,807 1,941,881 1,746,074

○地方環境対策共通経費 0 289,455 289,455

○地方環境事務所調査等経費 3,619 11,272 7,653

○（新）法施行費 0 15,113 15,113

・ （新）オフロード特殊自動車排出ガス対策事業費 0 15,113 15,113

○環境モニター調査実施経費 4,901 4,901 0

○産業廃棄物等処理対策強化費 3,784 12,583 8,799

○ゴミゼロ型社会推進事業費 0 38,983 38,983

○環境教育施策の推進対策費 42,576 145,738 103,162

・ 国連持続可能な開発のための教育の１０年 0 20,000 20,000
促進事業

・ 我が家の環境大臣事業 0 4,000 4,000

・ （新）企業の社会的責任（ＣＳＲ）に基づく 0 15,000 15,000
地域環境パートナーシップ促進事業

○自然環境保全対策等経費 82,763 716,863 634,100

事 項



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

・ 国立公園等民間活用特定自然環境保全活動 0 300,000 300,000
（グリーンワーカー）事業費

・ 国立公園等管理体制強化費（アクティブ・ 82,763 218,247 135,484
レンジャー）

・ エコツーリズムモデル事業実施経費 0 101,530 101,530

○野生生物等保護行政費 58,164 706,973 648,809

・ 外来生物対策管理事業地方事務費 0 32,783 32,783

・ 特定外来生物防除等推進事業 0 350,000 350,000

・ 動物愛護普及啓発事業 0 5,341 5,341

（項）地方環境事務所施設費 0 102,278 102,278

地方環境事務所施設整備に必要な経費 0 102,278 102,278

○（新）地方環境事務所等施設整備費 0 102,278 102,278

[一般会計合計] 235,507,244 217,428,518 △ 18,078,726

（一般歳出計） 233,788,189 217,428,518 △ 16,359,671
（改革推進公共投資事業償還時補助等計） 1,719,055 0 △ 1,719,055



石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計
（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

石油及びエネルギー需給構造高度化勘定 23,835,638 23,805,342 △ 30,296

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 23,676,480 23,648,184 △ 28,296

エネルギー需給構造高度化促進対策に必要な経費 20,550,438 20,732,310 181,872

○地方公共団体率先対策補助事業 2,040,000 1,645,000 △ 395,000

・ 対策技術率先導入事業 1,020,000 1,020,000 0

○地域協議会対策促進事業 250,000 280,000 30,000

○廃棄物処理施設における温暖化対策事業 1,505,000 1,505,000 0

○ＣＤＭ／ＪＩ、排出量取引の実施に係る支援事業 6,150,000 6,310,004 160,004

・ 温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備 ー 2,760,000 2,760,000
補助事業（新規分）

・ （新）京都メカニズムクレジット取得事業 0 2,200,000 2,200,000

○温暖化防止活動支援事業 3,750,000 3,630,000 △ 120,000

・ 地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 3,000,000 3,000,000 0

○事業活動に伴う国内排出量対策推進 3,538,438 3,672,241 133,803

・ 地球温暖化を防ぐ地域エコ整備事業 2,400,000 2,040,000 △ 360,000

・ 地球温暖化を防ぐ学校エコ改修事業 1,000,000 1,500,000 500,000

・ 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度基盤 88,438 92,241 3,803
整備事業

○地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター 840,000 1,023,000 183,000
　（起業支援）事業

○超低硫黄軽油導入普及に係る設備省エネ化等補助事業 197,000 197,000 0

○再生可能エネルギー高度導入地域整備事業 750,000 750,000 0

事 項



（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 予算額（案） 増 △ 減 額

事 項

○業務部門二酸化炭素削減モデル事業 200,000 150,000 △ 50,000

○省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル 200,000 200,000 0
　事業

○主体間連携モデル推進事業 600,000 540,065 △ 59,935

○（新）ソーラー・マイレージクラブ事業 0 30,000 30,000

○（新）街区まるごとＣＯ２２０％削減事業 0 400,000 400,000

○（新）メガワットソーラー共同利用モデル事業 0 400,000 400,000

○前年度限りの経費 530,000 0 △ 530,000

エネルギー需給構造高度化技術開発促進対策に 3,126,042 2,915,874 △ 210,168
必要な経費

○国立環境研究所による技術開発事業 200,000 200,000 0

○地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金） 2,676,042 2,715,874 39,832

○前年度限りの経費 250,000 0 △ 250,000

（項）事務処理費 59,058 57,058 △ 2,000

事務処理に必要な経費 59,058 57,058 △ 2,000

（項）諸支出金 100 100 0

返納金等の払戻しに必要な経費 100 100 0

（項）予備費 100,000 100,000 0

予備費 100,000 100,000 0

注２　事項名は、予算案の国会提出時までに変更があり得る。

注１　平成１７年度予算額は、平成１８年度予算額（案）との比較対照のため組替え掲記したので、成立予算額とは符号しない。


